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83.3%

１.令和７年度の賃上げ状況①

出典：全国商工会連合会：令和７年度「賃上げ等に関するアンケート調査結果（令和7年5月1日～20日）」（速報・抜粋）

⚫ 賃上げを実施（予定を含む）した割合は、71.1%

⚫ ４％以上の賃上げを実施した割合は、33.3%

⚫ 売上規模1億円以上では83.3%が賃上げを実施（予定を含む）している、一方、2千万円未満では50%
台にとどまり、規模による格差が生じている
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売上規模が大きいほど賃上げを実施
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出典：全国商工会連合会：令和７年度「賃上げ等に関するアンケート調査結果（令和7年5月1日～20日）」（速報・抜粋）

⚫ 営業利益が「減少」していても、70.1%が賃上げを実施（予定を含む）し、また、4%以上の賃上げが
29.5％と、身を削って賃上げを実施

⚫ 今後5年間の賃上げの持続については、おそらくできない（不透明）がどの階層でも50%台～70％台
を占め、不透明感が強い

営業利益が増加傾向だと賃上げ率も高い

2

賃上げの持続性は不透明感が強い

（ｎ＝3,659） （ｎ＝3,659）

営業利益減少でも70.1%が賃上げ

今後５年間の賃上げの見通し利益状況別賃上げの状況 利益状況別賃上げ率の状況

（ｎ＝1,859）
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１.令和７年度の賃上げ状況②
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⚫ 価格転嫁が「進んでいる」事業者は13.1%であった、一方、価格転嫁が厳しい事業者が59.4％にのぼり、
引き続き価格転嫁が厳しい状況

⚫ 項目別では、価格転嫁ができている事業者が、「原材料費」で22.8%、「燃料・エネルギー費」で13.1%、
「労務費」で14.2%にとどまった一方、価格転嫁ができていない事業者が、「原材料費」で48.2％、「燃
料・エネルギー費」で59.4％、「労務費」で61.6％と厳しい状況

価格転嫁が厳しいが59.4％ 労務費や燃料・エネルギー費の価格転嫁は特に厳しい
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（ｎ＝3,388）

価格転嫁の状況 項目別価格転嫁の状況
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２.価格転嫁の状況

出典：全国商工会連合会：令和７年度「賃上げ等に関するアンケート調査結果（令和7年5月1日～20日）」（速報・抜粋）
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人口減少社会においても経済を成長させ、社会を機能させるためには、

⚫ 地域の雇用を支える中小企業・小規模事業者が持続的に成長し、時代の変化に対応しながら、 経営力を
高め、『稼ぐ力』をつけること。

⚫ 小規模事業者の特性、強みを活かしつつ、地域における経営資源を散逸させない観点から、小規模事業
者の有する経営資源を次世代に引き継ぎ、『新陳代謝（起業・創業・事業承継・廃業・再チャレンジ）』の円
滑化を進めること。

３．中小企業・小規模事業者支援と地方創生

〇時代の変化に応じて経営力を向上させ、これまで
以上に「稼ぐ力」を高める。

そこから生まれる活力と魅力は、
交流人口や関係人口を惹きつけ
定着させる『磁力』となり、地域の
持続的発展の源泉へと繋がる。

基軸①【稼ぐ力】を高める

中小企業・小規模事業者
〇付加価値の高い『稼ぐ力』を獲得することで、地域
経済の好循環を生む『駆動力』となる。

基軸②【新陳代謝（起業・創業等）】を高める

〇地域における経営資源を散逸させない観点から、
小規模事業者の有する経営資源を次世代に引き

   継ぎできる環境を整備する。

【強固な産業基盤】

起業・創業予定者など

〇新規参入（新サービス等）による地域経済の活性化

地域の基幹産業（農林水産業や観
光など）との連携が、地域の特性
や強みを更に活かし、実効性を高
める。

産業基盤強化イメージ図


	スライド 0: 全国商工会連合会　提出資料
	スライド 1: １.令和７年度の賃上げ状況①
	スライド 2: １.令和７年度の賃上げ状況②
	スライド 3
	スライド 4

